










ることはやむをえないが,赤 松政策論においては,経 済政策とは 「経済社会
のうちに生起 し,ま た生起すると予想される経済的矛盾を止揚するために,
その経済社会の主体がとると・ころの政策的実践である(2)」と定義される。







しては,'一 定のSollen(当 為)と しての 「観念一秩序の層」.に規制され秩











国家生活体の最下層的基盤を構成するSein(実 体)は,「 物質的,量 的,
自然的意味での個体の存在そのもの」であるが,も っと広 く解釈すれば,こ
れら個体の日常生活における活動水準の総体を含み,日 常生活たおけるすべ






るのである。実体としてのSeinが,価 値的意志的にSollenと しての 「当為」
によって規制されて存在するということは,政 治経済的社会現象の一つの特




在 は,観 念としての価値やSollen(当 為)が 異 なれば,異 なった秩序づけ
を受 け,そ のSein(実 体)の 在り方も異なったものとなる。
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図2は 国家生活体 の三階層(=観 念一秩序一実体)が 「Xと い う生 活体 」
で は 「X,一X;一X3」 と い う階層 を もち,「Yと い う生 活 体 」 で は 「Y,一
巧一聰」 という階層 を もっ ことを示 している。両者 の生活体 における実体は,
X3とYで あ るが,こ れ らは全 く異 な った存在 であ り(x3≠Y),質 的にも,
量 的に も同一 であ ることはあ りえ ない。 なぜそ のよ うな相違が生ず るかと云
え ば,基 本的 には観念 と してのX且 とYが 異 な る ことに よ って,そ の秩 序
づけ(X2とY.,)が 相違 してい るか らに ほか な らな い。 すな わ ち,観 念X1
に対 して 「xと いう生活体(=X,一XZ-X3)」が成立 し,観 念Y,に 対 して
は 「yと い う生活体(=Y,一Y.,一Y)」 が成立す るのであ り,一 定 のSollen
(観 念+秩 序)に 対 して,一 定のSein(実 体)が 成立す るので ある。
Seinと して の実体 は,わ れわれの 日常生活 にお け る所 与 と して の直感 的
実在性 と解釈 され うるが,か かる生活実体 は,社 会 的,経 済 的矛盾 が始発 さ
れ る根源で あり,政 策主体で ある国家政策 当局 は,次 々と生起す る相剋 的矛
盾を政策的実践を通 じて克服 しなけれ ばな らないのである。















(;X1+X2)で は規制的に制御 しえない社会的,経 済的矛盾が生 じたもの
とし,こ れを 「非X3」 で表わす ものとする(3)。すなわち,非X3は 「Xと い
う生活体」の秩序X2に 服さないという意味で対立 した自己分裂の存在 と仮
定 され,こ れを実体内に生 じた 「矛盾」とみるのである。政策主体である国
家政策当局の課題は,「非X3」 という相剋的矛盾を解消 し,克 服すべ く政策
的実践を発動することである。 しかし,こ の場合,政 策当局は,政 策的実践
に付随する特有の難問に直面せざるをえない。なぜなら,政 策的実践を可能
な らしめ,そ の実践を基礎づける 「政策的根拠」が見い出されなければなら
ないか らである。そもそも,政 策的実践の目的は,実 体(Sein)内 に生起
した矛盾を克服 し,新 しい対立のない実体(Sein')を 生み出すことであり,
新 しい観念やSollenに もとづいて現実を再度構成 しなおすことを意味する。
すなわち,政 策的実践 とは,国 家主体の価値的行為にもとつく実体の秩序づ
けであり,既 存のSollenと は異なる新 しいSollenが 政策的根拠として掲げ
られなければならないのである。基本的に,矛 盾を克服するということは,
国家主体の価値的行為であり,一 定の価値観念にもとづいて,実 体を秩序づ
















いま,実 体内の矛盾 「非X3」 を克服するような新 しい観念が 「Y」 であ
ると仮定された場合,名 は国家主体の政策的実践の根拠 となり,%と いう
秩序づけが行なわれ,新 しい実体 巧が形成されることによって矛盾が克服
される。すなわち,SollenY(=Y,+Y.,)と い う価値的当為に秩序づけ ら
れたSeinY(=Y)が 生み出されることによって,実 体の矛盾が克服され,
新たに 「yと いう生活体」が形成 されるのである。
かくして,政 策論の根本的問題 は,次 の三点に要約することができ,か か
る視点の論理的展開こそが赤松経済政策論の諸特徴を構成するのである。
(イ)「経済政策 は,社 会生活体の実体(Sein)に 生起する生活矛盾を政
策的実践を通 じて克服することであるが,そ の際政策主体である政策当局は,
政策的実践の根拠としての政策観念(Sollen)を 明示 しなければならないと
同時に,そ のSollenの もつ客観性ないし科学性を学問の立場か ら基礎づけ ・
なければならない。
(ロ)政 策的実践とは,国 家主体の価値的行為であり,一 定の価値観念に
もとづいて現実を秩序づけ,新 しい生活体を創出することである。
(ハ)政 策論においては,政 策的実践に伴 う価値観念(Sollen)の 導入 は
不可避であり,そ のことが,政 策論的対象の分析にあたっての社会科学的認
識を可能ならしめる最大の特徴の一つとなるのである。
2.Sollen(ゾ レ ン)とSein(ザ イ セ)







根 拠 と して の政策 的 価値 が,実 体 の 矛盾 を始発 的動 因 とす る現 実 的 当 為
(WirklichesSollen)で な ければ な らな い とす ると き,「 唯 物弁証 法」 的
Seinの もつ歴史 的実在性の認識 が問題 視 され るのであ る。
弁証法(Dialectics)は 本来,社 会発展の動態的展開過程 を認 識 す る西 欧
社会 の伝統 的思考の一つで あるが〕動 態過程 の一断面 と も云 うべ き静態 にお
いて綜合弁 証法を把握す るとき,SollenとSeinの 交互作用 として理 解 され
る。
政策論 に とって最 初 に直面す る問題 は,政 策的実践を可能な らしめる政策
的価値 が,① どの ような作用を もち,そ れが② どこか ら生 まれ たか という問
題 に解答 を与 え ることであ る。
い ま ここで これ らの問 題 を論 議 す る以 前 に,Sollen(ゾ レン)とSein
(ザ イ ン)に 関す る 「観念弁証法」的立場 と 「唯物弁証法 」 的立 場 の対立 的
理論構造 について述 べ ることにす る。
「観 念弁証法」 の認識方法で もっと も著 しい特徴 は,'価 値 的当 為 と しての
Sollenが,生 活 体 にお ける第 一位 的 存在 で あ って,生 活 力 の根 源 は この
Sollenで あ り,Sollenが 「具元 した もの」 が,実 体 と してのSeinで あ る と
す る ところにあ る。 図4,1が 示 す ように,ま ずSollenと して の 「当為」 が
先験 的に存 在 し,そ れが価値化 な い し具元 したものがSein(実 体)で あ る。
Seinの 存在 は,Sollenの 先験的存在 によっては じあて可 能 とな る。 この場
合,Sollenの もつ機能 はSeinに 対 して 「独 自の規制力」 と して 作用 す る こ
とであ り,「 上方か ら下方 に向か っての価値 による規制」 的制 御 作用 とみ な
す ことが でき る。
綜合弁証法 的講理 体系におけ る一 つの重 要 な視 点 は,Sollenと して の価
値的当為 が 「現実 を指導 し,現 実 におけ る政策 や行為 を可能 な ら しめ る⊥ と
ノ
いうSollenの もつ規制的動因作用を重視 していることであ り,政 策的実践
とは,価 値的行為 としてのSeinに 対す る規制的制御作用 とみなされている
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ことで ある。従 って,い か なる種類 のSollenに 政策 的行 為 の規範 を求 め る
か ということが最 も重大な課題 となるのであ る』
ところが,観 念弁証法の大 きな欠点 は,Sollenが ど こか ら生 まれ て くる
か という問題 に対 して必ず しも明確 な答 えが与え られず,あ る場合 は神秘 的
な彼岸か ら垂下 した神授的価値 であ った り,ま たある場合 には,ア プ リオ リ1
(先 験 的)な 理想主義 的価 値で あった り,さ らに は,無 内容 な抽象 的形 式 的
価値で あ った りして,そ れ 自体 きわめて観念 的なのであ る(5)。
これ に対 して 「唯物弁証法」 の認識 の方法 は,観 念弁証法 と全 く対立 して
お り,Seinと して の物 質 生活 が第 一位 的存 在 であ って,生 活 力 の根源 は
Seinで あ り,Sollenは 現実生活の中か ら二義的 に生み 出 され る ものに す ぎ
ないのであ る。図4.`eが 示す よ う,Sollenは 物質 生活 と してのSeinか ら生
み出され,「 下方か ら上方へ向か って価値の突出」 と して 形成 され る。 た だ
し,こ の場合,観 念弁証法 と違 って,Sollenは,生 活 の実 体 を動 かす独 自
の力 とはみな されえない。
綜 合弁 証法的理論体系 にお けるもう一 つ別 の重 要 な視点 は,Seinと して
の実 体の中 にSollenが 生 み出 され る始 発的動 因を求 め る こ とで あ り,Sein
の もつ始発 的動 因作用 が重視 されて い るこ とで あ る。 綜合 弁証 法 にお ける
Sollenは,Seinを 始発的動因 とす るSollenな ので,観 念弁証法の場合 と全
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く異 な って お り,特 に この相違 を明確 にす る意 味で,綜 合弁証法 でのSollen
は 『現実的 当為(WirklichesSollen)』と呼ばれて いる。
現 実的当為 とは,実 体 としてのSeinの 中に始発的動因を もつSollenで あっ
て,Seinの もつ歴史的実在性 ない し世界内存在 と して の客観 的実 在性 に強
く依存 す る。 世 界 内存 在 と して の歴史 的実 狂性 を基礎 と して形 成 され る
Sollenは,政 策 的実践 を可能 な らしめ る政策的価値 であ り,政 策 主体にとっ
ての価値 的行為の規範 と してのSollenで あ る。
か くして,綜 合弁証法的静態の理 論構造 は,図4.3に 示 す よ うに,Sollen
の もつ規 制的動因 と,Seinの もつ始発 的動 因の交互 作用 の展 開 で あ って,
「綜合」 とい う意味 は,単 に観念弁証法 と唯物弁証法 を加 えて半 分 に した と
　 　
いうようなものでなく,ま た全体的観点 としての全体性という意味での総合
　 　 　 　 　
で もな く,政 策論的視点か らのSollenとSeinの 同一性 ない し均衡 こそが,、
その内容 の最大 の意味 なのである。 いま,世 界 内存在 としての歴史 的実在性
であ るSeinを 「SeinX」 と し,そ れに対応す る現実的当為を 「SollenX」
と した場合,図5に 示 すように,SollenXとSeinXは価値的当為 と実体 に
お いて同一性 が保持 され,・X.と い う価値的行為 の規範 が,す べ ての存在 に対
して貫徹 され,そ の生 活体(Xと い う生活体)に は,静 態 的観点 か らは何

























序(X2),実 体(X3)一 が国家生活体の内包的構造を構成 し,価 値的当為 と






Sollenの もつ規制的動因とSeinの もつ始発的動因の交互作用 を基本 とす
る 「綜合弁証法的認識」が,他 の一般的認識論と大きく相違する点は,後 者
が,「Seinの 認識」として"Whatisの 問題"を 客観的,科 学的に把握 しよ
うとしているだけなのに対 して,前 者は,「Sollenの 認識」ない しその定立
を通 じて"Whatoughttobeの 問題"に 踏み込んでいることであ り,規 範
的価値基準の科学的判断を提示 しようとしていることであ る。Sollenの 定
立か ら逃避 した単なる合理主義的理論構造が,真 の社会科学的認識 となりう
るかは疑問視されるところであり,む しろ 「デカダンス的論理主義」 とも云
うべき無味乾燥の抽象世界に耽溺する危険性が少なくない。 これに対 して赤
松綜合弁証法は,実 体の歴史的,価 値的,全 体的位置づけと方向性を分析の
目標とし,真 の社会科学的方法 として,独 得な政策論的立場を主張 している
のである。






ことは,現 実には容易なことではない。 とくに,Seinの もつ歴史的実在性
ないし世界内存在としての客観的実在性は,時 間と共に動態的に変化 し,既
存のSollenが もつ規制的秩序に対 して改革的変革や新たなる価値的規範の
定立を促す作用が働 き,政 策主体の代替的交替や,経 済社会 システムの内包
的構造改革を必要 とするのである。
3.矛 盾 と動 向
一綜合弁証法の動態的把握二
綜合弁証法は本来において社会生活体における動態的発展の展開過程を問
題 とする論理構造であるが,静 態か ら動態へ展開する動因力は実体内に生起
する 「矛盾」(な いし 「対立」)と いう概念である。弁証法的認識においては,
人間生活の自覚的行為に対する動因力を与えるものは,矛 盾であり,こ の矛
盾対立を契機とする 「意欲 としての動向」がSeinの もつ始発的動因力 とな
るのである。動向とは本来において一つの意欲であり,独 自の可能的存在 と




と して発生 し,既 存の社会的静態均衡を打ちやぶる動向を形成 しなが ら展開
す る」 ことを意味 しているω。
矛盾性原理の出発点は,生 活実体(Sein)の 中に始発 される 「新 たな意


















「非X3」 は,Xと いう既存の静態的均衡をもつ社会生活体の実体に生 じた
「矛盾」ないし 「対立」であり,始 発的ないし相剋的矛盾である。 この場合,
既存の生活体Xに 始発された 「非X3」 は二重の意味で既存の生活体 と相剋
的矛盾の様相をもっことが知 られる。
まず第一は,価 値的当為としてのSollenXの もつ規制的動因に対す る対
立であり,「観念(X,)一 秩序(X2)」 構造 に対する対立である。非X3は;
既存の観念一秩序に対する否定的動向であり,「SollenX(=X1+X2)」 が
規制作用を もちつづける限 り,拡 大深化するよ うな矛盾である。 これ は
SollenXの もつ規制的動因の有効性が欠如ない し衰退 していることを意味
し,生 活体にシステ ミックな崩壊を誘発 させるような矛盾である。「非X3」
は既存の観念一秩序 との間に生 じた否定的動向であり,従 って 「非X3」 あ
もつ否定力を阻止可能かどうかが問題となる。仮に,既 存の観念一秩序が非
X3の もつ否定力を阻止可能であれば,国 家生活体 のシステム的同一性 は維
持され,'Xと いう生活体は,本 質的に改変 されることな くもとの静態的均
衡にもどることになる。反対に,も し阻止不能であるならば 「非X3」 の も
つ否定的動向は 「阻止不能の矛盾」となって古い観念一秩序を改変 し,新 し
い生活体の創出に向かって新たな 「意欲の動向」を形成することになる。
赤松綜合弁証法にとって最 も重要な論議の中心は,阻 止不能の矛盾 として
(137)11
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の新たな意欲の動向が,い かにして政策的実践の根拠として,次 の新 しい価
値的当為(Sollen)を 形成 しうるかということである。 この問題は政策学の
科学性ない し客観性と絡んで,最 重要問題を構成するが,綜 合弁証法におい
ては,Seinの もつ歴史的実在性を始発的動因とす る新 たな意欲の動向が阻
止不能の矛盾にある場合には 『本質的動向』 と呼ばれ,こ の本質的動向がも
つ現実的当為こそが,次 の新 しい価値的当為(Sollen)と して政策的実践の
根拠 となるのである。いずれにせよ,「非X3」 が,阻 止不能の矛盾として新
たな意欲の動向を形成 し,本 質的動向 となるとき,そ の生活体は,動 態
的に躍進の契機をもち,新 しい国家生活体へ向けた発展の動因力をもつので
ある。'
つぎに 「非X3」 が もつ第二の相剋的矛盾は,実 体内た存在する 「X3」 と
の対立であり,生 活実体の内部に生ずる矛盾現象である。「非X3」 は,既 存
の実体内に生 じた否定的動向であり,「X3」 はこれに反 して肯定的動向であ
る。 この両者の対立は,概 念的思弁的表現 としては,「X3」 とい う 「正
(These)」 に対する 「非X3」 という 「反(Anti-These)」 の対立を意味 し,
コ 　 　 　 　 の 　 　 　 　
抽象的には 「成 らざるものが在ることの矛盾」であり,こ のような種類の矛
盾 は実体内に無数存在する可能性をもち,実 体の動態的展開過程の中でつぎ
つぎに発生 してくることが予想される。「非X3」 は 「X,一X2」 の 「観念一
　 　 　 　 ノ　 　 ロ 　 　 　
秩序」体制のもとで生まれた 「成 らざるものが在ることの矛盾(=非 存在の
存在)」 で,実 体内に生起 した否定的動向としての矛盾現象である。
綜合弁証法においては,実 体内に生起する否定的動向としての無数の矛盾
現象 は,「発展的矛盾」,「循環的矛盾」,「構造的矛盾」の三つに本質的に類
型化 される(8)。発展的矛盾に対 しては,進 歩(Progress)と いう価値が非存
在であることによる 「後退現象」ないし 「衰退現象」が否定的動向として対
比 され,ま た循環的矛盾に対 しては,安 定(stability)と いう価値が非存在
であることによる 「波動現象」ない し 「反復的対称現象」が否定的動向とし
12(138)
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始発的動因とする意欲の動向は,「発展変動」 と呼ばれ,赤 松理論 では右上
がりの単純な 「趨勢変動」 として示 される(9)。しかし,こ れは弁証法的思弁
の見地か らすれば片手落ちであり,「発展変動の標題のなかに便宜的にその
逆の後退変動 も含ましめる⑩」 ものであれば,'発展的矛盾を媒介 とする発展

















(i)'ア ウフへ一ベ ンカ と促進 的発展変動
弁証法的思弁の論理を一貫 させるとすれば,実 体 には,発 展的矛盾を動因
力 とする阻止的発展変動のほかに,図7.2に 示すような形状をもつ 「促進的
発展変動」が存在するものとせねばならない。 ここで云 う促進的発展変動 と
は,発 展的矛盾 という否定的動向を更に否定するジンテーゼ(Synthese)
としての 「肯定的動向」を始発的動因とする発展変動である。否定的動向を
更に否定する動向は,「肯定的矛盾」 と呼ぶことも可能であるが,そ れ は用
語上の論理矛盾を含むため,こ こでは単純に 「アウフヘーベ ンカ」と命名す
ることにするω)。アウフヘーベンカは,後 退ないし衰退する動向を食い止め
ると共に,成 長発展への転換力をもつ動因力であり,か かるアウフヘーベ ン
カを媒介とする発展変動は 「促進的発展変動」 と呼ばれるべきものである。
か くして動態変動過程における阻止的発展変動は,生 活実体の変動に対 し
て上限を与えるのに対 して,促 進的発展変動は下限を与え,発 展的矛盾やア














あり,こ の循環的矛盾を始発的動因とする意欲の動向は 「循環変動」 と呼ば
れ,図7.3に 示すような波動現象ないし反復的対称現象をもつ。循環的矛盾
の第一の特徴 は,例 えば,瓦 一82一.83と いう現象が一回限 りで消滅するの
ではなく,あ る一定の間隔をおいて,再 びB5-Bs-B,と いう形 で反復的に
再起することである。 しか も循環変動は,反 復的対称性をもつ順次的波動性
のもとに実体 に生ずる無数の現象に対 して 「構成性」を付与する。 この構成
性は循環変動のもつ第二の特徴であり,発 展変動の継起的任意性 と著 しい対
象をな している。 また循環変動は時間的長さの見地か ら,短 期的波動,中 期
波動,長 期波動の三分類をもち,と くに長期波動は,世 界内存在 としての歴
史的実在性を客観的に認識するための分析手段として赤松理論においては重






























る 「構造的視点」を重要視 していることである。そもそも構造 という概念は






あり,こ の構造的矛盾を始発的動因とする意欲の動向は 「構造変動」 と呼ば
　 　 　
れ,図7.4に 示 すよ うなひずみ現象 ない し摩擦現 象 と して示 され る。
図7.4は,構 造 要素で ある諸 部分(C～C4)か ら構成 され る全体(CCC
ライ ン)が,t,時 点 まではCCCラ イ ン上 にあ るため調和的整 合性 を もつ の























へと個々別々にCCCラ インからはずれ,そ こにひずみを生むと共 に,'2時
点では,C1とC2,C3とC,の 間で摩擦現象を起 こしているのである。 実体
の変動が,構 造的矛盾であるためには 「諸部分が単に異なった速度の変化」
をもつのではなく 「比例性」が破壊するような不均衡的変化が発生するか,
あるいは 「構成」に摩擦的不調和がもたらされるか,さ らには 「結合関係」
に相剋的矛盾をもつ場合である。.・
基本的に構造という概念は質的概念であり,「質」その ものが量 的比例性







な関係をもつ場合,こ の二つの個体は 「同質的関係の構造」をもち,そ の構
造類型は代替的相剋的であると云われる(13)。これに反 して;構 造要素の比例





い し展開は,構 造的視点における 「アウフヘーベジカ」に相当 し,「 相促的
構造変動⊥ と呼ばるべきものである。これに対 して,同 質化による代替的相
剋関係の進展ない し展開は,「阻止的構造変動」に相当 し,ひ ずみや摩擦な
どの構造矛盾を生み出す。調和的整合性をもつ促進的構造変動と,ひ ずみや




フへ 一ベ ンカ」が持 ちきたらされ る必要が ある。 またこの場合,ひ ずみや摩
　 　 　 コ 　
擦を解消 し,調 和的整合への動因力を生み出すたあには,単 なる差異として
の異質化ではなく,弁 証法的表現を用いれば 「高度異質化」という発展的転
換能力をもつ 「アウフヘーベンカ」でなければな らない。阻止的構造変動が
克服 され,促 進的構造変動へと移行するためには,高 度異質化的アウフヘー
ベンカがなんらかの形態で発生することが最 も重要な要因と考えられるので
ある。
図7.4に おいて構造変動が調和的整合性を示すCCCラ イ ンより上方で生
じている場合(C1とC2)を 「促進的構造変動」 と呼び,CCCラ インより下
方で生 じている場合(C3とC4)を 「阻止的構造変動」 と呼ぶことにす る。
促進的構造変動は高度異質化というなんらかの発展的転換能力を基本的に保
持 しているために,た とえ,C2の 構造変動がC1に 対 して相剋的あるいは他
剋的構造作用を与え衰退的否定動向をもたらすとしても㈹,調 和的整合ライ
ン(CCCラ イン)よ り上方にあることによって 「拡大均衡的構造変動」 を
行なっているものとみることができる。 これに反 して,阻 止的構造変動 は,
C3の 構造変動が調和的整合ライン(CCCラ イン)よ り下方にあることによっ
て 「縮小均衡的構造変動」のもとにあり,同 質化による代替的競合関係だけ
が存在 し,単 にひずみや摩擦現象によって調和的整合性から乖離 しているも
のとみるのである。









止的構造変動 と呼ばれ,ひ ずみ現象や摩擦現象を伴いなが ら,実 体における
本質的動向を形成する。
以上のように綜合弁証法的認識においては,実 体内に生起する矛盾現象は,
「発展的矛盾」,「循環的矛盾」,「構造的矛盾Jの 三つに類型化 される。 しか
しこれ らは各々個別的に分離されて論議 されるのではな く,発 展変動の任意
性に,循 環変動的構成性が加え られ,循 環変動の反復性に構造変動の長期的
質的特性が与え られるとき,生 活実体の歴史的実在性に対する綜合弁証法的
認識が,長 期動態的に可能となるのである。従 って,綜 合弁証法的認識にお
　 　 コ 　 　 　 　 　
ける国家生活体のシステム的動態は,必 然的になんらかの長期波動的循環現
　
象 として洞察され,世 界内存在における世界的現象である 「コンドラチェフ
長期波動」 とは別個に,そ れ自身の実体(Sein)に おける変動過程の内に,
長期波動的循環現象が発生することを想定 しているのである。国家生活体の
実体における長期波動的変動は,世 界内存在における国際現象を加味するこ




図8が 示すように,初 期出発点であるt,時 点でのなん らかの 「高度異質
化的アウフヘーベンカ」の発生は,促 進的構造変動を経済社会システムにも
ちきたし,拡 大均衡的構造変動の基盤の上に 「促進的発展変動」を長期的に
もたらし,ら かららにかけて長期循環的上昇局面を出現 させる。 しか しら
近傍で代替的相剋関係の同質的構造が形成されるに応 じて否定的動向として
の摩擦的ひずみ現象が発生 し,阻 止的構造変動へと大 きく転化 し,縮 小均衡
的構造変動を発生させる。阻止的構造変動 のもとにおいては,発 展変動 は
















高 度 異 質 的
アウフヘーベ ンカ
11










の変動は,発 展的矛盾,循 環的矛盾,構 造的矛盾の三者の 「合力的複合作用」
によって,長 期波動的循環変動をもつものとして理解されねばならず,通 常













分 を形成する。 すでに述べたように,経 済政策 とは,社 会生活体の実 体
(Sein)に 生起する矛盾を政策的実践を通 じて克服す ることであるが,そ の
際政策主体である政策当局 は,政 策的実践 の根拠 としての政 策的観 念
(Sollen)を 示 さなければな らないと共に,そ のSollenの もつ客観性ない し
科学性を学問の立場か ら基礎づけなければならない。図9は 「矛盾性原理」
にもとつく 「内在的波動変動の仮定」 に従 って,「 生活体X」 が 「生活体
X'」 を経過 して 「生活体Y」 に転化する様子 をシステム的動態 において示
したものである。
t,時点において生活体Xは,観 念(X1)一 秩序(X2)一 実体(X3)に お





















は,な ん らかの 「高度異質化的アウフヘーベンカ」が実体内に発生しており,
促進的構造基盤の上に拡大的発展変動が,循 環的不安定性をかき消すように
上昇 し,短 期的には様々な問題が発生するとしても,長 期的にはなんらの否
定的動向は存在せず,進 歩,安 定,整 合の 「本質的観念」が充満 しているこ
とになる。従 って,「X1」 という価値的行為の規範である観念(X1)が,秩
序(X2)を 形成 し,す べての実体(X3)に 対 して価値的当為の規範が浸透
し,価 値と秩序と存在が統一的結合を達成す るのである。 すなわち生活体
Xは,同 一性原理において 「XrX2-X3」 の重層的調和を実現 し,Sollen
とSeinの 「同一性ないし均衡」を達成 しているのである。 その限りにおい
　
て,価 値的行為の規範である観念X1と 秩序X2は,「 現実的当為としての本
質的動向」であると云える。
問題 は内在的波動変動の仮定に従 って,生 活体が ら時点 に到達 したとき,
実体に 「非X3」 という相剋的矛盾を生起 し,既 存の観念(X,)一 秩序(X2)
のもとにおいては,阻 止不能の否定的動向が生 み出され 「生活体X」 が
「生活体X'」 に変化することである。生活体X'で は既存の観念一秩序の有
効性が欠如 し,そ の規制的動因作用が続 く限り,拡 大深化すうような後退や
撹乱,な い し摩擦を実体内に生起させることである。「非X<」 は既存の観念一
秩序のもとに生 じた否定的動向であり;相 剋的矛盾を意味す る。 この非X3
のもつ否定力は阻止不能の矛盾となって,古 い観念一秩序を改変 し,新 しい
「生活体y『」の創出に向かって新たな意欲の動向を形成することになる。








る。かくして次の新 しい高度異質化的アウフヘーベ ンが出現 し,新 しい 「生
活体Y」 である 「Y,一Y-Y」 の同一性原理が確立 され るt3時 点 まで,長
期循環的下降局面は続行せざるをえない。
国家生活体の新 しい価値的行為の規範である観念 「Y」 は 「生活体X'」
の実体における 「非X3」 という阻止不能の矛盾を媒介 と して始発 された本
質的動向であり,世 界内存在としてのSeinの もつ歴史的実在性 に基礎を置
く 「現実的当為」である。




つ世界内存在としての歴史的実在性に基礎を置 く 『本質的動 向』,す なわち
『現実的当為㈹』によって与えられる。従って,あ る一定の生活体が,"い か
なる世界内存在として現在あるのか",ま た"そ の もつ歴史的実在性は何で
あるか"を 知ることによって,本 質的動向 としての現実的当為が明らかにさ







が本質的動向として把握 されるのである。 とくに日本 という国家生活体は,
世界内存在 として対外関係 と強 く結びついており,そ の歴史的実在性は,外
在的波動変動であるコンドラチェフ的長期波動 と密接不可分のもとに規定さ




















は,社 会生活体の部分と部分 との横断的重層性をと'くに問題税 しているので
ある。「本来 もろもろの社会的動向は部分的であり,し たが ってそれ に対応
する同一性原理の発現形態も部分的たらざるをえず,一 部分に同一性が成立
しでも他の部分は矛盾状態に残され,そ こに部分間の相剋的矛盾が生ずる。
そこでさらに部翁と部分 との矛盾あるいは不均衡を契機 として,全 体 として
の同一性すなわち全体性原理が政策観念の思考形式 として自覚 される(n)」の
である。 いま図10に おいて,国 家生活体 の全体性がy個 の部分的生活体




















Y2+…+Y'3)と す れば,全 体性原理 は同一性原理(「Y,一Y-Y」)と 同様に,
「ΣylLΣ 珍 一 Σ 琢」 の重 層的同一性 を維持す ることである。従 って,各 々
の生活体が全体 の うちに同一性 を得 てい ることは,そ の社会生活 体 にお ける
それぞれの縦断 的重層性 を もっ と共 に,横 断的同一 性を も含 む ことであ る。
か くして全体 におけ る部分 の同一性 は,横 の同一 性 と共 に縦の同一性を含
'
んでお り,実 体 を構 成す る各部分(;Σ}ぎ)の 在 り方 は,'本 質 的動 向 とし
ての現実的当為(=Σy;う に よって定 まる秩序(=EY`)に より規制され,
全体性原理 の もとに同一性 を維持 す るのであ る。綜合弁証法 にお いて は,国
家主体 の価値 的当為 の客観 的実践 性 は,生 活体 の もつ 「世界内存在 と しての
歴史 的実在性」 に基礎 を置 く本質 的動 向であ り,そ れ は 「全体性原理」 を満
たす現実 的当為 と しての 「Σ搾 」 によ つで与 え られ る。 本 来求 む べ き国家
生活体 の本 質的動向 とは 「EY,」 の ことであ るが,'し か し,実 体 に生起 す
る相剋的矛盾 は抽象的 に 「1個 の二元的対立」 と想定 され,そ れが 「発展 的
矛盾」,「循環 的矛盾 」な らびに 「構造的矛盾」の三つ のタイプに分類 され る













別々に分離 されて存在するのではな く,現 実には 「一つの経済変動」として
のみ存在するのであり,こ こでは単に概念 として三つに分離 しているにすぎ
ない。従 って,綜 合弁証法における求むべき最終の論理構造 は,国 家生活体
における 『全体性原理』ではあるけれど,そ れは,ほ ぼ同一性原理と対応 し,
同義反復的意味内容を前提 とするのである。従 って,全 体性原理においても,
同一性原理 と同様に,内 在的波動変動の仮定に従 って,シ ステム的動態変動
を もち,高 度異質化から同質化,同 質化か ら再高度異質化へ と生活体の実体
は変動するのである。
図11は,全 体性原理のもとに,経 済政策を 「発展政策」,「循環政策」,
「構造政策」の三つに体系化したものである。すでに述べたごとく,綜 合弁





は本質的観念として進歩(Progress)の 価値観念を もつ。従 って,発 展的




















序 Σ}び 発展政策 循環政策 構造政策
阻止的発展変動 循環変動 阻止的構造変動 Sein
Y'
実
体 Σ}ヨ` 発展的矛盾 循環的矛盾 構造的矛盾
(i=1,2,…,n)
呼ばれる。また循環的矛盾を始発的動因とする意欲の動向は循環的変動であ
り,そ れは本質的観念 として安定(stability)の 価値観念をもつ。従 って,
循環的矛盾を克服する安定の経済政策は 「循環政策」 と呼ばれる。 さらにま
た,構 造的矛盾を始発的動因とする意欲の動向は阻止的構造変動であり,そ
れは本質的観念として整合(Coordination)の 価値観念をもつ。 従 って,
構造的矛盾を克服 して促進的構造変動をもたらす整合の経済政策は 「構造政
策」 と呼ばれる。かくして,進 歩,安 定,整 合の三つの本質的観念が,発 展
政策,循 環政策,構 造政策の発動によって発展的矛盾,循 環的矛盾,構 造的
矛盾を克服するとき,国 家生活体に 「全体性原理」が支配すると云える。全
体性原理が支配する社会生活体は,一 つの"黄 金体"を 形成 し,す べての個
体は,全 体的生活体の中で,相 促的補完関係の うちに調和的統一を達成 し,
進歩,安 定,整 合の本質的観念によって価値的統一を実現するのである。 こ
れら三つの政策のうち中心的な政策は,構 造政策であり,「高度異質的アウ






政策の体系化が可能 となり,諸 矛盾は全体性原理のもとに進歩,安 定,整 合
の価値的統一を実現す る。




れに対 して,規 制的調節作用による 『統制的有機的均衡の全体性原理』が対
極として存在 し,そ れはなんらかあ国家的意志にもとつ く規制的計画メカニ
ズムであり,政 策主体の価値的当為を基礎 とする統制的有機的均衡をその本
質 とする。 これら二つの原理の任意の中間に,自 由と規制を ミックスした



















主導国と後続国,な いし覇権国と周辺国か ら構成されており,前 者の主導国
ないし覇権国は,自 らの能力によって,先 駆的に 「高度異質化的アウフヘー




国の著 しい特徴は,世 界市場で競争力をもちえないために,対 外的には,自









世界内存在としての 「歴史的実在性」であり,従 って多 くの後続国は,そ の
全体性原理として 「統制的有機的均衡の全体性原理」を採用せざるをえない。
後続国が世界市場で市場原理至上主義的自由な価格メカニズムを採用できな
い理由は,高 度異質化的アウフヘーベ ンカ を主導国か・ち模倣的に導入 し,
「キャッチアップ型のパラダイム」を現実的当為 とせざ るをえないか らであ
り,資 源配分の効率的有効性を維持 し,一 早 く模倣的キャッチアップを行う
ためには,官 僚統制的秩序体制を確立 しなければならないからである。 これ
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巧 進歩,安 定,整 合
政経論叢 第66巻第3号
図13は,世 界内存在としての歴史的実在性 にもとづいて,「 後続国」 と
「主導国」が,本 質的動向である現実的当為を異にし,そ れに応 じて全体性
原理が異なることを示 したものである。後続国は観念 としてのキャッチアッ
プ型パラダイムのもとに,官 僚統制的秩序をもち,統 制的有機的均衡の全体
性原理において 「Xと いう生活体」にあることを仮定 している。 これに対
して,主 導国は,パ イオニア型パラダイムのもとに,市 場原理至上主義的秩
序をもち,自 生的自然的均衡の全体性原理において 「yと いう生活体」 に
あることを仮定 している。どちらも初期時点における静態的均衡においては,
実体(Sein)に 阻止不能の矛盾は存在せず,高 度異質化的アウフヘーベ ン
カの普及 と拡大に応 じて長期循環的上昇局面を形成 し,進 歩,安 定,整 合の
三つの価値を体現する。
しかし,全 体性原理 は,内 在的波動変動の長期動態的プロセスに応 じて変
化 し,す でに図9で 示 したように,高 度異質化的アウフヘーベンカが生活体
の至 る所に浸透 し,飽 和的成熟状態を達成するとき,生 活体Xは 生活体X'
図13
(後続国=生 活体X)(後 続国=生 活体X')
籍X鈎7濃 葎
的 性
蔑x,官 僚欄 的秩序 騒
的 の


















a)土 地,エ ネルギー,食 糧等の天然資源の不足
b)人 口構成の変化(少 子化 と高齢化など)
c)技 術的革新波動の減退 と新技術の窮境








b)協 同主義,独 占形態,組 合主義,カ ルテル,ト ラス ト,談 合,護 送
船団方式,規 制強化等による競争の否定
c)世 界産業の同質化 と貿易摩擦,保 護主義的協定の締結
d)空 洞化現象 と新興国からの逆輸入,内 外価格差









であった。 これに対 して同質化構造における外部否定の矛盾は,後 続国が生
産力の過剰を世界市場に押 し出す形の比較優位逆転の問題を生起 し,い わば
主導国に対する 「能動的外部否定の矛盾」である。 この能動的外部否定の矛
盾は,世 界市場 における主導国対後続国,さ らには後続国対周辺国の同質的
相剋関係における構造矛盾そのものであり,シ ーソーゲーム的キャッチアッ
プの 「雁行的発展過程」に出現する世界経済的構造矛盾である。 この世界経
済的構造矛盾を動因として各国 は,商 品協定や政策協調,保 護政策の採用等
によって,統 制的有機的均衡の全体性原理を誘発 させる原因となり,世 界市
場に阻止的構造変動の基盤を形成することとなる。 さらにまた後続国が初期
にもうていた内部否定の矛盾は,自 らの内'に高度異質化的アウフヘーベ ンカ
を創造 しえないことによる 「受動的内部否定の矛盾」であったのに対 して,
同質化構造における内部否定の矛盾は,同 業他者 との相剋的代替競争が,相
互の存立を危殆ならしめるほどの否定力を もつに至 る 「能動的内部否定の矛
盾」へと変化する。 この能動的内部否定の矛盾は,「 ひとつの弁証法的転換
によって協力組織をつくり,過 度の競争'を排除 し,ひ とつの相促関係をうみ
だすことになる。組合やカルテルの結成によって内部否定の矛盾が排除 され
そのかぎりで相促関係が成立す る……(19)。」か くして,同 質化構造 における
能動的内部否定の矛盾は国内の自主的統制主義,例 えば組合化や,カ ルテル




か くして,後 続国は同質化構造において二つの矛盾をもち,外 と内の相方
に対 して相剋的代替関係の競合的関係をもつ。 この二つの矛盾を媒介 とする
弁証法的転換は,後 続国をより統制的で人為的有機的の全体性原理に変え,
かかる全体性原理が支配するかぎり経済実体にますます阻止的構造変動や後
退的変動がもたらされ,衰 退現象と,撹 乱現象,さ らにはひずみや摩擦現象
が次々と発生 し,国 家生活体は縮小均衡的構造変動のもとに長期循環的下降
局面を歩まざるをえないことになる。





うに,後 続国は,自 らの力では高度異質化的アウフヘーベ ンカを生活体内に
もちきたす能力を有せず,主 導国がもつ先駆的アウフヘーベンカをキャッチ
アップ的な模倣によって誘発的に追随 し,内 在的波動変動の同質化状況に到
達 したのである。 この同質化に伴 う諸々の矛盾を克服するためには,今 や主
導国的立場に到達 した後続国が,パ イオニア型パ ラダイムを現実的当為 とし
て掲げ,市 場原理至上主義的秩序を もつ自生的自然的均衡の全体性原理に大
きく転換 しなければな らない。それは丁っのシステム的大改革であり,生 活
体X'か ら生活体Yへ と 「観念一秩序一実体」の三階層を改変することを
意味する。生活体Yの 自生的自然的均衡の全体性原理 は,市 場原理至上主
義的秩序をも?こ とはもちろん,主 導国で支配する 「Globalstandard」 に
よってすべてが決定 されるのである。生活体Xノ を もつような後続国が,生
活体Yへ とシステム的変化を遂げることが不可能な場合,冒その国 は,内 在
的波動変動の長期下降径路を歩まざるをえないであろう。




維新以来約50～60年 のサイクルの もとに二つの ピークをもつ ものと想定で
きる。戦前のピークを1920年 とし,そ れ以降の内在的波動変動の長期下降
局面に伴 う諸矛盾を克服する改革は 「国体の護持」 という反 グローバルスタ
ンダー ド化の道を歩むことによって明らかに失敗に帰 し,敗 戦によってすべ
てを失なったのであった。同様に戦後について は,1973年 を ピークとす る
第二次内在的波動変動のもとに,長 期下降を克服する社会経済的システム改
革が必要 とされているが,そ れが成功するかどうかは,今 後の努力に依存 し,
成功するとして もかなりの長時間を必要とするように思える。場合によって
は戦前 と同様に,グ ローバルスタンダー ド化への抵抗によってかなり悲観的
なものとな らざるをえないかもしれない。
《注 》
(1)赤 松 要,『 新 訂 経 済 政 策論 』,青 林書 院 新 社。 と くに 第一 章 経済 政策 の原 理 は,
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